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定住自立圏構想の背景とねらい

大都市圏への人口偏在

１９７５年 ２００５年 ２０３５年

（＋ 万人） （▲ 人）三大都市圏

地方圏

約５３２３万人

約５８７１万人

約６４１８万人

約６３５８万人

約５８８８万人

約５１８０万人

（＋1095万人） （▲530万人）

（＋487万人） （▲1178万人）

大幅増
大幅減

集約とネットワーク

行政機能

○ 全ての市町村にフルセットの生活機能を整備することは困難に。
○ 中心市が圏域全体の暮らしに必要な都市機能を集約的に整備し、周辺地域と連携・交流。

例えば、・・・
総合病院

一般診療所

総合医

協協 定定

行政機能

中心市と周辺市町村が生活実態や将来像を勘案し、
協定を結ぶことにより、自ら圏域決定。

・人口５万人程度

協協 定定
１）中心市の機能の積極的活用
２）権利・負担関係の明確化
３）圏域意識や地域の誇りの醸成

・周辺地域に都市
機能が及んでいる
(昼夜間人口比率
１以上) ）圏域意識や地域の誇りの醸成

商店例えば、・・・
ショッピングセンター

ロットの拡大・農産物のブランド化 農場民間機能

注文・配送
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定住自立圏構想の進め方

新しい枠組みの構築 人材の確保・育成

○ 国・都道府県・市町村という枠組みの下では
これまで困難とされてきた施策や権限移譲を
特例的に行う。

○ 地域における人材の発掘、育成や、大都市圏
から地方圏への人材環流を促す取り組み等を
支援。

総務省としての支援
立案 実施の

各府省の支援
立案・実施の
各段階で連携・ ＩＣＴ（新しい公共事業）

・中心市に対する財政措置
（交付税・地方債）

・ 医療、福祉 （厚生労働省）
・ 住宅、交通 （国土交通省）
・ 農林水産業 （農林水産省）

・中心市に都道府県の権限を移譲 ・ 等・
・
・

地方政策展開のプラットフォーム

定住自立圏
①協定に基づく機能の強化
②圏域内外の結びつきの強化
③中心市の圏域マネジメント能力の強化地方政策展開 ラッ ォ
（権限、財源、人材への支援）
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地 方 再 生 対 策 費

１ 算定額 ２ 算定経費１．算定額

都道府県分 １，５００億円程度
４，０００億円程度

市 町 村 分 ２，５００億円程度

２．算定経費

地方税偏在是正による財源を活用して、地方と都市の「共生」の考え方の下、
地方が自主的・主体的に行う活性化施策に必要な経費を基準財政需要額にお
いて包括的に算定。市町村、特に財政の厳しい地域に重点的に配分。

○ 都道府県 （１，５００億円程度）

測定単位 ： 人口 単位費用 × 人口 × 段階補正 × 経費の必要度に応じた補正

３．算定方法

標準団体（人口１７０万人） ２０億円程度

＊ 段階補正 人口規模のコスト差を反映
＊ 経費の必要度に応じた補正（次の指標を反映） ① 第一次産業就業者の比率 ② 高齢者人口の比率 ③ 面積を反映する「人口密度」

測定単位 ： 人口

○ 市 町 村 （２，５００億円程度）

標準団体（人口１７０万人） ２０億円程度

（うち ２，２５０億円程度） 単位費用 × 人口 × 段階補正 × 経費の必要度に応じた補正

測定単位 ： 耕地及び林野面積 （うち ２５０億円程度）

＊ 段階補正 人口規模のコスト差を反映
＊ 経費の必要度に応じた補正（次の指標を反映） ① 第一次産業就業者の比率 ② 高齢者人口の比率

単位費用 × 耕地及び林野面積

※合併市町村については、旧市町村
単位で算定した額を合算すること

【市町村試算】

人口規模 試算額 基準財政需要額に対する割合

人口１０万人規模 （人口９万～１１万人の平均） ２億円程度 １．２％
単位で算定した額を合算すること
により合併後のまちづくり等の財
源を確保

人口５万人規模 （人口４万～６万人の平均） １億３千万円程度 １．４％

人口１万人規模 （人口９千～１万１千人の平均） ８千万円程度 ２．７％

人口５千人規模 （人口４千～６千人の平均） ６千万円程度 ２．９％ 3



頑張る地方応援プログラムの概要

交付税措置額
3,000億円程度
（（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ））

やる気のある地方が自由に独自の施策を展開することにより、「魅力ある地方」に

生まれ変わるよう、地方独自のプロジェクトを自ら考え、前向きに取り組む地方自治体に対し、

地方交付税等の支援措置を講じる。

頑張りの成果を交付税に反映
張り 成果を交付税 映

地方自治体プロジェクトに対する支援

単年度３千万円×３年間

５００億円（Ａ）

プロジェクトの策定

・具体的な成果目標を掲げた
プロジェクトを策定し 住民に公表

頑張りの成果を交付税に反映

２，２００億円 （Ｃ）

以下の成果指標が全国平均以
上に向上した地方自治体に割増

頑張りの成果を交付税に反映市町村事業への交付税措置

５００億円（Ａ）

情報通信、都市農村交流、

プロジェクトを策定し、住民に公表
・総務省ホームページに一覧にして公表

＜プロジェクト例＞
・ 地域経営改革

産 掘 ブ ド

上に向上した地方自治体に割増

＜成果指標＞
行政改革 転入者人口
農業産出額 小売業商品販売額

補助事業の優先採択

情報通信、都市農村交流、
中小企業支援、観光振興等
（総務省、農水省、経産省、国交省、

文科省、厚労省、環境省）

・ 地場産品発掘・ブランド化
・ 少子化対策
・ 企業立地促進
・ 定住促進

○条件不利地域に配慮

農業産出額 小売業商品販売額

製造品出荷額 若年者就業率
事業所数 ごみ処理量
出生率

・ 観光振興・交流
・ まちなか再生
・ 若者自立支援
・ 安心・安全なまちづくり

○条件不利地域に配慮

・「大都市」、「一般市」、「町村」
のグループごとに比較

・全国平均以上に歳出を削減企業誘致のための減税措置

企業立地促進策の支援

安心 安全なまちづくり
・ 環境保全

している過疎地域等の市町村
に、さらなる割増

に対する減収補てん等

３００億円（Ｂ）
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頑張る地方応援プログラムの推進
趣 旨

平成２０年度予算額 1.3億円

やる気のある地方が自由に独自の施策を展開することにより、「魅力ある地方」に生まれ変わるよう、地方独自のプロジェクトを自ら考え、前向きに取り組む地方自
治体を支援。

平成２０年度においては、地方交付税等（年間３，０００億円程度）による財政支援に加えて、新たに、人材支援措置（総務省職員の派遣、先進市町村や民間の人
材の紹介・派遣など）を展開。

○ 地域人材力活性化事業 ８５，２５９千円
① 地域人材ネット、地域力創造アドバイザー派遣事業

地方自治体の多様なニーズに応じて、人材を紹介・派遣するなど、地域を支える人材の育成・活性化を支援。

事業概要

② 創

ア 市町村のニーズに応じて、総務省職員を派遣（平成２０年度に１０名を予定。うち６名を４月に派遣済み）。
イ 先進市町村で活躍している職員や民間専門家を、データベース（「地域人材ネット」）に９９名登録し、他市町村に紹介。
ウ 新たに地域活性化に取り組む市町村に対し、モデル的に以下の支援を実施（１１団体）。

・ 「地域人材ネット」に登録された人材を、「地域力創造アドバイザー」として派遣
・ 新たに地域活性化に取り組む市町村から先進市町村への研修派遣

② 地域力創造セミナー（仮称）

地域人材ネット登録者等を講師とする「地域力創造セミナー」（仮称）を開催。
○ 地方懇談会、シンポジウム等の開催 ４３，５０２千円
○ 新たな研修（「新時代・地域経営コース」）の実施 ２，４６１千円

新しい財政健全化法や魅力あるまちづくり等の最重要課題を中心としたコースを自治大学校において新設し、地域力の創造と新たな地域経営を担う人材を育成。

新たに地域活性化に取り組む市町村

○ 村 総務省職員
総務省職員の派遣

「地域人材ネット」

先進市町村
Ａ町 ごみ分別事業 Ａ町環境政策課

Ｂ市 都市農山村交流事業 Ｂ市グリーン・ツーリズム推進課長

○ 町

○ 市

職員の派遣

取組市町村職員が先進市町村 研修派遣

「地域人材ネット」

民間専門家
地場産品ブランド化アドバイザー

食育コンサルタント○ 町

取組市町村職員が先進市町村へ研修派遣

民間専門家の派遣
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子子 どど もも 農農 山山 漁漁 村村 交交 流流 ププ ロロ ジジ ェェ クク トト

※ 主な関連事業を記載
農林水産省

○子どもたち１学年単位で受入が可能な地域づくりを全国的に拡大

・モデル地域（40地域）を核とした受入地域の整備に向けた総合的
な支援

・受入地域情報等の情報提供・受入推進体制の整備等

環
境
省

協
力

※ 主な関連事業を記載。
金額は平成２０年度予算

支援（モデル地区の 整備支援 情報提供等）

力
・支
援

【広域連携共生・対流等対策交付金（拡充） ９７３百万円の内数】
【農山漁村地域力発掘支援モデル事業（新規） １，１１０百万円 】
【賑わいある美しい農山漁村づくり推進事業（新規） ６８百万円の内数】
【農山漁村活性化プロジェクト支援交付金（拡充） ３０，５４６百万円の内数 】

受入地域の整備
の推進に向けた
連携

農 山 漁 村 宿泊体験活動の
送り側、受入側の
連絡調整 （モデ

支援（モデル地区の 整備支援、情報提供等）

全国推進協議会
連携 ル連携）

支援
（情報提供等）

全小学校で活動
することを目標

１週間程度の宿泊体験

国推進協議会

推進 活動推進に向けて
基本方針等を検討

都道府県推進協議会

小 学 校
支援

（情報提供等）
支援（活動支援・
情報提供等）

○地域の活力を創造する観点等から、長期宿泊体験活動の推進に向けた
取組に対して支援

総 務 省 文部科学省

（情報提供等） 情報提供等）

○豊かな人間性や社会性の育成に向け、小学校等における長期宿泊

体験活動の取組を推進

・長期宿泊体験活動を実施する小学校等に対する支援（活動支援・情・受入地域のコミュニティ、市町村、都道府県等に対する支援（情報提供
等 ）、気運醸成等
・地方独自の取り組みへの積極的な支援

【都市･農山漁村の教育交流による地域活性化推進等事業(新規) １７百万円】

【特別交付税措置 約２，５００百万円】

・長期宿泊体験活動を実施する小学校等に対する支援（活動支援・情

報提供等）

・体験活動を推進するための課題等を検討
連
携

【豊かな体験活動推進事業のうち

農山漁村におけるふるさと生活体験推進校（新規） ９７２百万円 】 6



都市から地方への移住・交流の促進 平成20年度予算 3.1億円（平成19年度予算2.6億円）

人口減少や高齢化等が進む地域の活性化を図るとともに 田舎暮らしを望む都市住民のニ人口減少や高齢化等が進む地域の活性化を図るとともに 田舎暮らしを望む都市住民のニ人口減少や高齢化等が進む地域の活性化を図るとともに、田舎暮らしを望む都市住民のニー人口減少や高齢化等が進む地域の活性化を図るとともに、田舎暮らしを望む都市住民のニー
ズに対応するため、空き家活用等によるＵ・Ｉターン者対策、集落の活性化、官民連携による移ズに対応するため、空き家活用等によるＵ・Ｉターン者対策、集落の活性化、官民連携による移
住・交流の受入体制の整備等を推進する。住・交流の受入体制の整備等を推進する。

過疎地域等自立活性化推進事業空き家活用等によるＵＩターン者の受け入れ
【平成20年度予算1.9億円 （平成19年度予算1.8億円）】

＜背景＞
・ ＵＩターン対策上、既存ストック（空き家）の有効活用が効果的

景観上 防災 防犯上も 空き家対策が必要

過疎地域等自立活性化推進事業

【平成20年度予算0.6億円 （平成19年度予算0.2億円） 】
◎ Ｕ・Ｉターン者対策、集落の活性化など過疎地域における喫緊の諸

課題に対応するため過疎地域市町村等又は都道府県が実施する事
業に対し支援・ 景観上、防災・防犯上も、空き家対策が必要

（空き家の推定戸数（H15）：673万戸）

＜対応＞
○集落再編整備事業費補助金のうち

業に対し支援。

＜補助対象事業（例）＞
・空き家を活用したＵ・Ｉターン者対策（空き家バンクの運営等）
・集落の活性化対策
地域内交通対策 等○集落再編整備事業費補助金のうち

定住促進空き家活用事業（平成19年度新規）により支援

○空き家をより活用しやすくするため、さらに制度を拡充

・地域内交通対策 等

都市から地方への移住・交流の促進に関する調査
【平成20年度予算0.6億円 （平成19年度予算0.6億円） 】

◎ 二地域往来型、団塊世代等移住型、子育て世代移住型等の都市
住 移住 交流 係る多様な ズを踏ま 掲げる事

＜具体的内容＞
・空き家戸数要件を５戸以上から３戸以上へ
・空き家の取得改修のみならず、一定期間借り受けて改修する場
合を補 象 追

住民の移住・交流に係る多様なニーズを踏まえ、以下に掲げる事項
について実証実験を行い、移住・交流の受入システムを構築。

①都市住民に対する誘客活動の効果的な実施方法
②移住・交流の総合的な相談窓口の効果的な運営方法
③ 滞在 連 ビ 提供合を補助対象に追加 ③長期滞在のための生活関連サービスの提供
④移住希望者に対する職業紹介・職業マッチングの手法 等景観上・防災防犯上も問題

放置された空き家

ＵＩターン者の受皿として、有効活用
・受入住宅への改修
・空き家バンク（登録紹介事業）等 7



情報通信基盤の整備情報通信基盤の整備 ①ブロードバンド・サービス①ブロードバンド・サービス 平成２０年度予算額 ９５．７億円

地域情報通信基盤整備推進交付金地域情報通信基盤整備推進交付金 （予算額６２億円）（予算額６２億円） 地域イントラネット基盤施設整備事業地域イントラネット基盤施設整備事業 （予算額３３．７億円）（予算額３３．７億円）

趣 旨 趣 旨

地域の特性に応じた情報通信基盤の整備を支援し、地域間の情
報格差(デジタルディバイド)を是正することにより、地域住民の生
活の向上及び地域経済の活性化を図る。

施策概要

地域の教育、行政、福祉、医療、防災等の高度化を図るため、学
校、図書館、公民館、市役所などを高速・超高速で接続する地域
公共ネットワークの整備に取り組む地方公共団体等を支援する。

施策概要

平成１９年度に引き続き、地域間の情報格差の是正と図るため、地域の特性
に応じた情報通信基盤を整備する地方公共団体等に対し、有線・無線を問わな
い幅広い施設・設備を対象として、交付金を交付する。

平成１９年度に引き続き、社会資本整備を推進していくため、情報通信ネット
ワークに係るサービスの格差是正に資する地域イントラネット基盤施設整備す
る地方公共団体等に対して、国がその経費の一部補助を行う。

平成20年度からは、基盤施設整備の一層の推進を図るため、離平成20年度からは、基盤施設整備の 層の推進を図るため、離
島について交付率を3分の2に嵩上げし、地方公共団体等の支援
に要する経費に係る予算を拡充する。
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情報通信基盤の整備情報通信基盤の整備 ②携帯電話・地上デジタル放送②携帯電話・地上デジタル放送 平成２０年度予算額 ６９．９億円
（他に電波利用料財源：５１.９億円）

携帯電話不感対策の推進携帯電話不感対策の推進（予算額５８．８億円（予算額５８．８億円））

無線システム普及支援事業（携帯電話等エリア整備支援事業）

地上デジタル放送完全移行地上デジタル放送完全移行（予算額７．８億円）（予算額７．８億円）
他に電波利用料財源：５１．９億円他に電波利用料財源：５１．９億円

２０１１年の地上デジタル放送への移行期限まで４年を切り、完全移行に向けた
取組の加速が必要。今後、デジタル中継局整備支援、辺地共聴施設デジタル化支無線システム普及支援事業（携帯電話等 リア整備支援事業）

平成２０年度において、従来の「移動通信用鉄塔施設整備事業」 を 「無線シス
テム普及支援事業」に統合・拡充を検討。

地理的に条件不利な地域（過疎地 辺地 離島 半島など）において

事業の概要

援、周知広報活動の展開、アナログ放送終了に向けた実証研究など、送信環境の
整備、受信環境の整備の両面において最大限の取組を実施。

地理的に条件不利な地域（過疎地、辺地、離島、半島など）において、
市町村等が携帯電話等の基地局施設（鉄塔、無線設備等）や伝送路
施設（光ファイバ等）を整備する場合に、補助金を交付。

・基地局施設整備：
７３７箇所（平成３年度から平成１９年度まで）

・伝送路施設整備：

これまでの取り組み実績

地域におけるＩＰＴＶ伝送技術の実証地域におけるＩＰＴＶ伝送技術の実証（予算額３．３億円）（予算額３．３億円）
伝送路施設整備：
３１３箇所（平成１７年度から平成１９年度まで）

容量や品質など様々な条件において多様なネットワーク環境におい
て、地上デジタル放送のＩＰ再送信も含めたＩＰＴＶサービスを実現する
ための実証を推進することにより、デジタルコンテンツのウィンドウの
多様化を促進する多様化を促進する。
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ＩＣＴ利活用の促進ＩＣＴ利活用の促進 ①地域の課題解決力の向上①地域の課題解決力の向上 平成２０年度予算額 ２７．３億円

地域ＩＣＴ利活用モデル事業地域ＩＣＴ利活用モデル事業 （予算額１８億円）（予算額１８億円）

地域経済の活性化や少子高齢化への対応、

趣 旨
地域課題の自律的解決

テレワークの推進テレワークの推進 （予算額３．０億円）（予算額３．０億円）

テレワーク共同利用型システム実証実験（３．０億円）

誰もが安心 安全 容易に利用
地域経済の活性化や少子高齢化への対応、

地域コミュニティの再生や安心・安全の確保等、
地域の具体的提案に基づき設定された課題に
ついて、ＩＣＴの利活用を通じてその解決を促進
するための取組を委託事業として実施すること
により、地域のユビキタスネット化とその成果を
踏まえたＩＣＴ利活用の普及促進を図る

産業 医療・福祉・介護

ＩＣ
Ｔ
技
術
の
活

誰もが安心、安全、容易に利用
できるテレワークシステムの実証
・提示により、少子高齢化対策、
地域活性化、再チャレンジ機会の
創出等に資するテレワークの普及

踏まえたＩＣＴ利活用の普及促進を図る。

平成２０年度からは、平成２０年度においては、平成１９年度からの継続案件の実施に

加えて、「地域コミュニティの再生」や「安心・安全の確保」等の、時々の社会情勢に照ら
して特に重要と考えられるテーマを重点分野として予め設定し、「地域ＩＣＴ利活用モデ
ル」の構築を新たに委託する 併せて 「地域ＩＣＴ利活用モデル」の全国展開のため

子育て・教育安心・安全 活
用 を推進する。また、我が国の世界

最高水準のネットワーク環境を最
大限に活用して、より強固なセキュ
リティが確保され、より就労環境に
適した次世代高度テレワークシス

地域情報プラットフォーム推進事業地域情報プラットフォーム推進事業 （予算額６．３億円）（予算額６．３億円）

ル」の構築を新たに委託する。併せて、「地域ＩＣＴ利活用モデル」の全国展開のため、
データベースの構築、セミナー・シンポジウムの開催等を実施する。

適した次世代高度テレワ クシス
テムの構築に向けた実証を行う。

地域の様々な公共情報システムの統合・連携等を通じて地域の活力を高める
ため、次世代地域公共情報システムの標準仕様（地域情報プラットフォーム）に
準拠したシステムの実証実験を行い、ICT利活用による移住・交流促進、健康

増進等の公共情報サービスの早期実現・普及のための課題や解決方策を提示

趣 旨

増進等の公共情報サ ビスの早期実現 普及のための課題や解決方策を提示
し、実用仕様案を策定・公表する（新規）。

Ｂ自治体
ポー
タル

引越会社
自治体・電力会社・銀行・地域
情報提供サービス会社が一体

（例）移住・交流ポータルサービス

Ａ自治体

一度に全
ての引越し

関連手続
きが完了

不動産等地域情報
提供サービス会社

電気・ガス等公共機関
タル

利用者

となったポータルサービスの実
現により、地域への移住・地域
間の交流を通じた地域の居住
者・滞在者が増加
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ＩＣＴ利活用の促進ＩＣＴ利活用の促進 ②地域の成長力の向上②地域の成長力の向上 平成２０年度予算額 ５８．５億円

ユビキタス特区事業ユビキタス特区事業 （予算額２０億円）（予算額２０億円）

「ユビキタス特区」において、世界最先端のＩＣＴサービスを開発、実証
日本のイニシアティブによる国際展開可能な「新たなモデル」を確立

地域ＩＣＴ人材の育成地域ＩＣＴ人材の育成 （予算額２．８億円）（予算額２．８億円）

近年、急速に高度化が進む情報通信分野の専門的な知識及び技
能を有する人材を育成することにより 我が国の成長力 競争力

イメージ図

能を有する人材を育成することにより、我が国の成長力・競争力
の強化を図る。

情報通通信人材研修事業支援制度を活用し、地域ＩＣＴ人材の育成を支援

情報通信人材研修事業支援団体※
（※公募により決定）

評価委員会（評価）
国

（総務省）

公
募

申
請

情報通信人材研修事業者
（第 セクタ 公益法人 NPO法人 社会福祉法人※）

補
助
金

助
成
金

交
付

情報通信人材研修事業支援団体※
（※公募により決定）

評価委員会（評価）
国

（総務省）

公
募

申
請

情報通信人材研修事業者
（第 セクタ 公益法人 NPO法人 社会福祉法人※）

補
助
金

情報通信人材研修事業支援団体※
（※公募により決定）

評価委員会（評価）
国

（総務省）

公
募

申
請

情報通信人材研修事業者
（第 セクタ 公益法人 NPO法人 社会福祉法人※）

補
助
金

助
成
金

交
付

助成対象者：第三セクター、
公益法人、ＮＰＯ法人等

助成率：１／２ 等

生産性向上のためのＩＣＴ共通基盤整備生産性向上のためのＩＣＴ共通基盤整備（予算額１０億円）（予算額１０億円） 地域ＩＣＴ振興型研究開発支援地域ＩＣＴ振興型研究開発支援 （予算額２５．７億円の内数）（予算額２５．７億円の内数）

（第三セクター、公益法人、NPO法人、社会福祉法人※）
（※障害者対象の研修を実施する場合のみ）

（第三セクター、公益法人、NPO法人、社会福祉法人※）
（※障害者対象の研修を実施する場合のみ）

（第三セクター、公益法人、NPO法人、社会福祉法人※）
（※障害者対象の研修を実施する場合のみ）

助成率：１／２ 等
助成額：上限500万円

我が国の経済の成長力強化が喫緊の課題となる中小企業、サービス産
業等ＩＣＴ利用産業の生産性向上のため、ネットワークの回線認証を基盤と
した総合的なコート体系実現のための実証研究を実施する。

地域の大学や中小・中堅企業、地方自治体の研究機関等に所属す
る研究者が提案する研究開発課題に対して、研究資金を支援。本施
策の実施の結果、以下の成果が期待。

イメージ図 【期待できる成果】

○当該地域固有の社会的・経済的課題
に対し、ICTの面から解決

○研究成果を活用して地場産業の振興、
新規事業の創出、地域住民の生活向
上等 地域社会 経済活動の活性化に上等、地域社会・経済活動の活性化に
寄与

○地域の研究機関のポテンシャル（人材
育成等）の向上に寄与
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